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機材仕様書作成要領 

 

機材仕様書は、調達の全体目的、機材一覧表及び各機材毎の仕様書から構成されるものとし、

以下の各項に留意し記載する。 

 

１．用語の定義 

 

（１）機材 

以下に定義する調達単位としてのあるいは、構成要素としての一般機材および、装置なら

びに、システムの総称をいう。 

 

（２）一般機材 

   単体で（でも）機能（使用）する機械、機器、器具類および資材等をいう。 

 

（３）装置 

   複数の一般機材を組合せ・結合させることにより機能するものをいう。 

 

（４）システム 

   設計計画に基づき、複数の一般機材、装置を総合的に組合せ・結合させることにより運用

機能を構築するものをいう。 

 

（５） 交換部品 

機械、機器、器具類を構成する交換可能な部品をいう。 

なお、交換部品には、ファンベルト、タイヤ、電球、ヒューズ、カーボンブラシ等の消 

耗部品も含まれる。 

 

（６） 消耗品 

機械、機器、器具類を直接構成するものではなく、これらを機能・稼働させるために必 

要とするものであり、機能・稼働させることにより消耗（消費）するものをいう。 

 

   注：機材の調達単位を一般機材とするか、装置とするかあるいは、システムとするかにつ

いては、構成内容、運用形態等を総合的に勘案したうえで、適宜、適切に選択する。 

 

２．基本的留意事項  

              

（１） 公平な競争を可能とするものであり、原則として３社（者）以上が適合するものとする。 

 

（２） 機材に対する品質、規格、性能、機能、精度等の技術的要求を的確に把握したうえで、 

希求する技術的要求が確保できる範囲で、必要最低限に絞ったものとする。 

 

（３）使用用語、表記、機材名称等は、当該分野で一般的、共通的に用いられているものとし、 

メーカー固有の名称等は使用を避ける。 



（４） 交換部品、消耗品の詳細（品名、品質、規格、数量等）を明確に提示する。 

 

（５） 仕様に関する先方機関との協議、打合せ事項等については、適切に反映させる。 

 

３． 作成様式 

 

（１）機材一覧表     ： 添付様式− １ 

 

（２）各機材ごとの仕様書 ： 添付様式− ２ 

 

４． 記載要領 

 

（１）調達の全体目的 

   調達の背景、主要目的等の概要を簡潔に記載する。 

 

（２）機材一覧表 

 

 １）機材番号 

   調達単位としての一般機材、装置、システムについて、それぞれ同系、同種、目的別等ご

とに有機的に整理したうえで、一連の番号を付して記載する。 

 

 ２）構成機材番号 

   機材番号を付したシステムについて、当該システムを構成する一般機材、装置に当該機材

番号を親番とした枝番号を付して記載する。 

 

３）機材名 

   機材番号を付した一般機材、装置、システムの名称および、構成機材番号を付したシステ

ムを構成する一般機材、装置の名称を記載する。 

 

４）単位 

   機材名欄に記載した各機材の公称単位を記載する。 

 

５）数量 

   機材名欄に記載した各機材の全数を記載する。 

 

６）数量内訳 

   機材名欄に記載した各機材の配置先別の数量を記載する。 

 

  注：装置（機材番号を付した装置および、構成機材番号を付したシステムを構成する装置）

を構成する構成品（一般機材）、数量内訳は、機材仕様書に記載する。 

 

 

 



（３）機材仕様書 

 

 １）機材番号  

   機材一覧表の機材番号を記載する。 

 

２）機材名、数量 

  機材番号を付して機材一覧表に記載した機材（一般機材、装置、システム）名称、数量・

単位を記載する。 

 

３）構成機材番号 

   機材一覧表の構成機材番号を記載する。 

 

４）構成機材名、数量 

  構成機材番号を付して機材一覧表に記載したシステムを構成する機材（一般機材、装置）

名称、数量・単位を記載する。 

 

５）使用目的等 

  機材番号を付した機材（一般機材、装置、システム）あるいは、システムを構成する構

成機材番号を付した構成機材（一般機材、装置）の使用目的等を簡潔に記載する。 

 

 ６）構成品 

  構成品は、以下により記載する。 

 

 ①機材番号を付した一般機材 

  単体（単品）の場合は記載不要（機材名、数量欄に記載済み）。 

  本体機能を補完あるいは、一部を交換する付属品がある場合についてのみ、本体と付属

品に構成品としての連番を付して名称、数量内訳・単位等を記載する。 

 

  ②機材番号を付した装置 

   装置を構成する一般機材に構成品としての連番を付して名称、数量内訳・単位等を記載す

る。 

   本体機能を補完あるいは、一部を交換する付属品がある一般機材を含む場合は、上記①項

同様、それらも含めた構成品としての連番を付して名称、数量内訳・単位等を記載する。 

 

  ③機材番号を付したシステム 

   システムを構成する構成機材番号を付した一般機材、装置ごとに用紙を別にして上記①②

項同様、構成品としての連番を付して名称、数量内訳・単位等を記載する。 

 

７）仕様 

  機材名、数量欄に記載した一般機材および、構成機材名、数量欄に記載した一般機材な

らびに、構成品欄に記載した一般機材、装置の構成品について、記載番号、名称等を一致

させるとともに、前記第２項の基本的留意事項を踏まえ、技術的要求、数値基準等を適切

に規定し、記載する。 



 ８）交換部品 

   上記７）項で記載した各機材の中から交換部品を必要とするものを抽出、記載番号、名称

等を一致させ、交換部品としての品質、規格等を適切に規定し、名称、数量内訳と併せて記

載する。 

 

９）消耗品 

   上記７）項で記載した各機材の中から消耗品を必要とするものを抽出、記載番号、名称等

を一致させ、消耗品としての品質、規格等を適切に規定し、名称、数量内訳と併せて記載す

る。 

   なお、各機材ごとに明確に区分できないものについては、別途、一括して記載することも

可とする。 

 

 10）その他特記事項 

   その他各欄に記載することが適当でない特記すべき事項があれば、適宜、この欄に記載す

る。 

 

５． 具体的記載例 

 

添付記載例（調達の全体目的記載例、機材一覧表、機材仕様書記載例− １、２、３）を参 

照。 

 

６． 製本仕様等 

 

 機材仕様書の製本仕様等については、下表によるものとする。 

 

製本仕様 表紙等体裁仕様 提出部数 原版の取り扱い 

A４版（縦） 

ワープロ・コピー 

A4サイズのファイル（市

販各種）綴り 

 

表紙ファイル 別紙− １ 

見開き表紙  別紙− ２ 

 

目次、見出紙等は適宜 

和文 部

 文 部

 

特記仕様

書による

原版はコンサルタントに

おいて保管、保存期間は、

完了引渡後５年間とする

（マイクロフィルム等に

よる保存も可とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







調達の全体目的 記載例 

 

調達の全体目的 

 

本調達は、○○国□□□□病院心臓病センターの老朽化した医療機器類を更新することによ

り、循環器治療に対する医療サービスを向上させることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



















































 

 

 

 

 

 

付  録 

 
第三者検査機関による船積み前機材照合検査の導入について 



平成１２年１０月３０日 

 

関係コンサルタント各位 

 

 

国際協力事業団 

無償資金協力部長 

 

 

第三者検査機関による船積み前機材照合検査の導入について 

 

 

 拝啓 平素は格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 
 平成１２年１２月閣議対象の機材案件より、別添の実施要領にて第三者検査機関による 

 

船積み前機材照合検査を導入することとなりました。 

  

つきましては、１２月閣議以降の対象機材案件について、誠に恐縮ですが、事前の調査に 

 

おいて本件にかかる積算業務の追加として実施頂くよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

敬具 

  

 

 

別添：第三者検査機関による船積み前機材照合検査実施要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添 

 

第三者検査機関による船積み前機材照合検査実施要領 

 

１． 検査導入対象 

（１） 導入時期 

平成１２年度１２月閣議請議案件以降 

（２） 対象案件 

一般のプロジェクト無償及び水産無償事業における資機材案件（施設・機材混合案 

件の機材調達を含む）を対象とする。なお、施設・機材混合案件については、概算事 

業費の機材費の部分に含まれる機材が対象となる。 

（３） 対象資機材 

契約書の資機材品目リストに記載された資機材のうち、日本または第三国から調達 

する資機材（Ｂ/Ｌ、Airway Bill等船荷証券に記載される）を対象とする。 

 

２． 第三者検査機関による機材照合検査実施の内容 

（１） 契約書機材リストと船積み書類（パッキングリスト）との照合 

（２） 船積み書類と機材との照合 

照合の方法については、検査機関が基本的に品目・数量について検査証明書（別紙 

の例を参照）を発給できるレベルのものとする。具体的には、すでに検査機関が現行 

の民間契約で実施しているＬ/Ｃ（Letter Credit:信用状）決済のための証明書発給の

ための検査方法に準じるものとする。 

 

３.  積算 

（１）第三者検査機関の検査料 

   コンサルタントは原則として、機材本体と同様に３社以上から見積書を徴収する。 

 見積依頼にあたっては、概算事業費積算における他の想定条件と整合性を図り、調 

達先国、積出港、品目、数量を第三者検査機関に対し具体的に示すこととし、原則と 

して１調達国１回の検査（検査日数については、品目・数量により検査機関が判断） 

とする。なお、特殊な事情で１カ国複数回の検査が確実な場合はその理由を十分に見 

極めなければならない。見積価格は見積依頼書と見積内容との整合性・的確性を照合 

及び検証することとなるので、可能な限り各社の想定している個々の構成要素毎に分 

けて金額を記入するよう依頼するとともに、カタログの価格表等の参考情報との比較 

検討も行う。さらに、過去の査定実績を踏まえた上で、見積価格を検査費用設定根拠 

の一つとする。 

 本検査料は機材設計監理費／調達監理費／直接経費に計上する。 

（２）第三者検査機関の検査実施にかかるコンサルタント経費 

   コンサルタントと検査機関との契約交渉、検査場所等の情報提供のための連絡等の

監理業務については、必要に応じて機材設計監理費／調達監理費／直接人件費に計上

する。 

 



４.  コンサルタント業務ガイドラインの変更内容（参考） 

   実施段階におけるコンサルタント業務の追加内容は以下の通り。 

   コンサルタント業務の一貫として、第三者検査機関による船積み前機材照合検査を

コンサルタント契約に含める。検査内容は、契約書機材リストと船積み書類の照合、

及び機材と船積み書類との照合とする。具体的手順は以下に準じる。 

（１）コンサルタントは調達契約後、船積み港等が確定した時点で第三者検査機関を選定

し、第三者検査機関と委託契約を締結し検査を実施する。必要に応じて検査にかかる

検査日等の調整監理を行う。コンサルタントは第三者検査機関の発行するＣ

ertificateを確認し、遅滞なく施主宛の検査報告書を発給する。 

（２）納入業者が機材を分割して船積みする場合は、従来通り部分払いは可能であるが、

支払条件として各部分払いに係る船積み前検査報告書（写）一部を添付することが必

要となる。 

  １）最終以外の船積み時には、以下の内容をもってコンサルタントの報告とする。 

      「第三者検査機関に委託の上、第三者機関が、船積みされた機材が調達契約 

書に則ったものであり、Ｂ/Ｌと相違ないことを証明する（certifi）こと

を確認した。」 

  ２）最終船積み時には、１）と同様の記載による最終船積み機材の検査結果報告に加 

え、以下を追加する。 

   「今回の検査をもって、日本及び第三国にて調達する機材が、計画どおり船 

積みされたことを保証する。」 

 

５． その他 

入札図書、コンサルタント契約書、調達契約書の変更確認内容については別途定め 

る。 

 

 

以上 
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